
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2026-04-08

1990年代後半のリストラと雇用の分析

(Citation)
国民経済雑誌,197(6):29-44

(Issue Date)
2008-06

(Resource Type)
departmental bulletin paper

(Version)
Version of Record

(JaLCDOI)
https://doi.org/10.24546/00056233

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/00056233

駿河, 輝和



1990年 代後半の リス トラと雇用の分析

駿 河 輝 和

リストラが頻繁に起こった1990年代後半のデータを使用して,次 の3つ のことを

調べた。1,リ ス トラの実施がその後の正規従業員変化にどういう影響があったか。

2,リ ストラや賃金体系の変化が雇用の過不足感にどういう影響を与えたか。3,残

業規制,配 置転換,出 向,希 望退職募集といった雇用調整手段の間での実施におけ

るラグ構造の存在。推定により次の結果を得た。前期の希望退職の募集は,今 期の

雇用の伸びを抑え,大 きな雇用削減を進める傾向があった。希望退職の実施は,全

正規雇用者,30歳 代と40歳代の正規雇用者に雇用過剰感を残 しており,中 堅雇用者

には雇用の抱え込みをしていることを示唆していた。残業規制から出向,配 置転換

から出向に対してラグ構造を持った実施が見られたが,希 望退職実施にはラグ構造

を持つ雇用調整手段は見出せなかった。

キーワード 希望退職募集,雇 用調整手段間のラグ構造,非 正規雇用比率

1は じ め に

1990年 代後半には大企業の倒産が起 こり,大 企業を中心に激 しい雇用調整 も実施された。

その他雇用情勢の特徴 として,失 業率の増加がみられ,非 正規労働者の比率も急速に上昇 し

始め,成 果主義賃金や年俸制度 といった賃金 システムの変更 と雇用を守 るための賃金の削減

が見 られた。駿河(2002)が 指摘 しているように,そ れまでは希望退職募集のような激 しい

雇用調整手段を実施する事業所の割合は,規 模の小さい企業のほうで多かったが,1990年 代

後半ではむしろ大企業の方が激 しい雇用調整手段を実施する傾向にあった。

非正規雇用についてみると,総 務省統計局 『労働力調査』によると,週 間35時 間未満の短

時間雇用者の雇用者数 に対す る割合 は,女 性雇用者の増加 と共に増加 し続 け,1973年 で8.5

%(男 性4.9%,女 性16.1%)で あったものが,2001年 には22.9%(男 性12.0%,女 性39.1%)

にまで増加 している。1990年 ごろか らは男性の短時間雇用者比率 も上昇 している。

従来,全 社員を対象にする賃金の切 り下げは数少ないと考えられていたが,徐 々に全社員

対象の賃金切 り下げも見られるようになっていた。賃金切 り下げに関する報道は,労 務行政

研究所(2002)に まとめられているが,5%程 度の切 り下げを2年 間実施 といった内容のも
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のが多い。賃金の削減と希望退職募集の併用や恒常的な賃金の切 り下げも見られる。

このようなig90年 代後半の雇用情勢を背景に,こ の論文では雇用調整手段や リス トラの実

行がその後の正規雇用の変動にどのような影響を与えているかという点を調べようとしてい

る。同時に非正規雇用比率,長 期雇用への考え方,賃 金体系の変化 といったものが正規雇用

の変化に対 してどのような影響を与えているかということも検討 している。

駿河(1997)で 考えているように,雇 用調整は不連続に行われ,企 業が大 きな赤字や2期

連続の赤字を出 した場合には大きな雇用削減とな り,雇 用調整のスピー ドが速 くな り,雇 用

の最適点に近づ くと考えられる。 したがって,雇 用の過剰感が減少 していることが予想 され

る。 この論文の第二 の目的は,リ ス トラや雇用調整手段の実施,賃 金体系の変化などが部門

別あるいは年齢別従業員の過不足感に与える影響を見ることである。

雇用調整の手段 として,残 業規制,配 置転換,出 向,希 望退職の募集 ・解雇などが考えら

れる。これ らの雇用調整手段は,企 業業績の悪化にしたがって,時 間のラグを伴 って実施さ

れると通常考えられる。 しかし,各 手段のラグ構造について調べた研究はほとんどない。 こ

こでは,第 三の目的として,実 際にラグ構造の存在が確かめられるかどうかを調べようとし

ている。

3つ の目的を実証的に調べ るために,デ ータとして 日本労働研究機構が1998年8月 に行 っ

た 『リス トラの実態 に関す る調査』の個票を使用 している。 この調査は,全 国の従業員500

人以上の企業5779社 に送付 して,663社 がアンケー トに答えている。回収率は,11.5%で あ

る。データは,東 京大学社会科学研究所データ ・アーカイブより提供をされた。記 して感謝

したい。

2雇 用調整,非 正規率,賃 金体系変化の正規雇用変動に与える影響

樋 口(2001)は,『 企業活動基本調査』を用いて,1988年 か ら1990年 に行われた企業組織

の変更,分 社化,事 業分野 の見直 しが,そ の後6年 から8年 ぐらいまで生産量,雇 用者数

(非正規を含む),労 働生産性にどのような影響を与えているかを見ている。その結果,企

業組織の変更,分 社化は雇用削減効果のほうが雇用増加効果より大 きい,事 業分野の見直 し

は実施直後には雇用量の拡大が見 られるが6～8年 後ではその効果はな くなっていた。

それに対 し,こ の論文では,希 望退職募集 ・解雇 といった激 しい雇用調整をした後 に雇用

の伸びはどうなっているかを調べようとしている。希望退職募集 ・解雇といった激 しい雇用

調整手段を行 うことにより雇用が最適点に近づき,緩 やかな雇用調整手段 しか行わなかった

企業よりも景気回復により雇用は伸びると考えることができる。他方,激 しい雇用調整をし

たような企業では採用に慎重になり,か えって雇用の伸びは低 くなるという逆のことも考え

られる。ただ し,長 期的なデータはここでは得 られないため,短 期的な効果を調べるにとど
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まっている。

前節で述べたように非正規化の拡大は傾向的に生 じていて,ど こまで非正規従業員比率が

上昇す るのか予測 しがたい。最適な非正規比率決定モデル として中馬 ・樋 口(1995)が ある。

中馬 ・樋口はKanemoto・MacLeord(1989)の 理論 フレームワークを基 にして理論モデルを

作成 し,比 較静学の結果,不 確実性の増大が短期雇用者比率を増やす,技 術進歩の増大が短

期雇用者比率を減少 させるという命題を導いている。技術進歩が停滞気味で,将 来への不確

実性が増加 していた1990年 代後半において短期雇用者比率の増加の一面を説明 していると考

え られる。

宮本 ・中田(2002)は,百 貨店 とスーパー21社 の1987年 から1999年 までの有価証券報告書

のデータを使用 して,非 正規雇用比率の正規雇用削減に対する影響の実証分析を行 っている。

その結果,0%以 上の削減についてはさほど有意な結果が得 られていないが,5%以 上の削

減について非正規比率は正規雇用削減に負の影響をもっていた。すなわち,非 正規雇用率が

高いと正規雇用の削減を抑制す るという結果である。この点について,宮 本 ・中田は次のよ

うに説明 している。非正規従業員の増加 により,正 規従業員はより高い技能を必要 とする職

務に集中することにな り,正 規従業員の生産性は上昇する。 したが って,正 規従業員の雇用

削減は費用が高 くなるため,非 正規比率の増加は,正 規従業員の雇用削減を抑制す るように

なる。

上述 したように正規雇用 と非正規雇用の関係は代替的か補完的かとい う問題がある。『平

成14年 版労働経済白書』は,厚 生労働省 『雇用動向調査』の特別集計によ り,一 般労働者の

増減とパー ト労働者の増減の関係を事業所割合でみている。表1を みると,正 規雇用者 の増

減 と非正規雇用者の増減が同じ方向の場合(1991年16.6%,2000年19.2%)とL方 が増加 し

他方が減少 している場合(1991年20.1%,2000年20.0%)と があ り,即 座には判断がつかな

い。同じような表を,日 本労働研究機構 『リス トラの実態に関する調査』(1998)に より作

成 したのが表2で ある。一般労働者減少 とパー ト労働者増加の組み合わせが24.4%と 最 も多

いが,両 者の増加あるいは減少 も合計39.6%も ある。 この計算では,非 正規雇用者がいない

場合には統計か らはず していることと,厚 生労働省の計算と違 って派遣労働者 も含んでいる

ために大きな差が出た可能性がある。代替性や補完性 は,CESや トランスログといった生

産関数や費用関数を使用 して推定する方法が考えられる。この計算 には,正 規労働者や非正

規労働者 により生 じた付加価値などの値を何 らかの方法で推定す る必要があり,こ こで使用

するデータでは賃金のデータが得 られないために推定を行 っていない。

管理職,事 務職,営 業職,現 場職 といった職務の違いにより非正規雇用 との代替性,補 完

性が異なって くることも予想され,職 種により分類されたデータでの分析が必要であろう。

例えば,駿 河(1991)(2002a)は,銀 行の第二次オンライン化により女性行員,支 店の人員
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表1一 般労働者とパー ト労働者の増減別事業所割合

1991年(単位%)

パー ト増加 パー ト不変 パ ー ト減少

一般増加

一般不変

圏一般減少

10.4

2.5

10.1

27.4

9.0

22.1

10.0

2.2

6.2

2000年(単 位%)

パ ー ト増加 パー ト不変 パ ー ト減少

一般増加

一般不変

一般減少

8.5

3.8

11.7

19.5

9.0

247

8.3

3.9

10.7

資料出所 厚生労働省 『平成14年版労働経済白書』

(注)1)数 値は,集 計事業所に対する該当事業所の割合である。

2)「不変」とは前年比で増減率が1%未 満の場合をいう。

表2一 般労働者と非正規労働者の増減別企業割合

(単位%)

パー ト増加 パー ト不変 パー ト減少

一般増加

一般不変

一般減少

21.27

10.63

24.36

2.92

1.72

3.95

9.09

7.72

18.35

資料 出所 日本労働 研究機 構 『リス トラの実態 に関す る調査 』(1998)

が大幅に減少 して非正規職員の増えたこと,そ れに対 して男性行員や本部機構の行員はむ し

ろ増加気味であったことを指摘 している。すなわち,女 性行員は非正規労働者 と代替的であ

り,男 性行員は非正規労働とより補完的 となる。

また,非 正規労働 に関 して,単 純な量的拡大だけでなく,正 規労働者が担ってきた管理業

務,指 導業務,判 断業務 もこなしていくという質的な側面での変化 も進んできている。すな

わち非正規労働力の基幹労働力化である。質的な面での変化があると,非 正規労働の比率の

拡大が可能となる。

成果主義賃金や年俸制は,労 働者の現在の生産性に現行賃金をより近づける試みと解釈す

ると,賃 金を弾力的にして雇用維持を容易にすると考えられる。ただし,成 果主義賃金や年

俸制は,管 理職に限ってといった一部の従業員にのみ適用されている場合も多いので,雇 用

への影響はあま'り大 きくない可能性 もある。

2.1推 定式

過去の雇用調整の実施 非正規雇用や賃金制度の変化の正規雇用に与える影響をみるため
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に,被 説明変数として1年 間の正規雇用の変化率を使用 して推定を行 った。説明変数 として,

売上高変化率,雇 用調整実施の変数として1期 前(1年 か ら3年 前における)の 希望退職募

集,賃 金の削減,賃 金等以外の労働費用の削減,福 利厚生費の削減,下 請け ・外注の削減を

行 ったか どうか,産 業,パ ー トや派遣社員 と正社員 との関係を見るために正社員に対するパ

ー ト比率,派 遣社員比率を使用 した。長期雇用に関する考え方に関 して,「 今後 ともできる

限り長期雇用維持」「従来よりは景気変動に対 して正社員の人員整理を行 う」「今後は長期雇

用慣行の維持は困難」「長期雇用はない」といった変数が雇用の変化に与え る影響を見た。

従業員の年齢構成の雇用変化への影響を見るために全従業員に占める50歳以上の従業員の比

率を使用 した。 したが って,推 定 に用いた式は次のものである。

∠L,=al+a、 ・zfy,+a、・EA,+a、・CLi+α、・LE、+a,・4G+α,・X,+U,(1)

ここで,zlL,:正 規雇用の変化率,AY,:売 上高変化率,EA`:1期 前の雇用調整や賃金調

整実施,CL,:パ ー トや派遣社員の比率,LE`:長 期雇用の考え方,.4G:高 年者比率,X,:

産業,σ`:か く乱項 となっている。

上述 した雇用調整に関する変数の代わりに,過 去1年 か ら3年 の間に正規従業員に関する

リス トラ(早 期退職制度の導入 ・拡充,転 籍出向,希 望退職の募集,解 雇)を 実施 したかど

うか,賃 金に関する雇用管理 として過去3年 の間に 「賃金体系(基 本給)の 業績給 ・能力給

化」,「年俸制の導入」を実施 したかどうかという変数 も入れてみた。推定において,基 準に

しているのは,長 期雇用に対する考え方では 「今後 ともできうる限 り長期雇用維持」,産 業

は製造業である。

予想される結果は,売 上高の上昇は正規雇用を増や し,一 期前の雇用調整や賃金調整の影

響は不明,非 正規社員比率は正規雇用にプラスの影響を持つ と考えられる。長期雇用の考え

方は,景 気 に合わせて正社員を調整す るつもりであれば,正 社員を比較的雇用 しやすいと考

えると係数は正 と予想 される。高齢者比率は,近 い将来退職が予想できるので,高 い方が正

社員を増や しやすい。

2.2推 定結果

推定結果が表3に まとめ られている。1期 前の希望退職等の雇用調整手段を説明変数 とし

て入れた場合,パ ー ト雇用比率の高さは有意に正規雇用を増やしていて,宮 本 ・中田(2002)

と同じような結果 となっている。その他,売 上高変化率の上昇 は正規雇用を増やす,1期 前

に希望退職募集をす ると正規雇用は減少するといった効果は有意であったが,賃 金に関する

雇用調整,長 期雇用 に関する考え方は有意な効果が認められなかった。産業では,電 気 ・ガ

ス等,サ ービス,運 輸 ・通信で製造業に比べて雇用の増加が見 られた。

1期 前の希望退職等雇用調整の実施に換えて1～3年 前の リス トラと3年 間の賃金制度の
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表3正 規従業員の変化

推定1 推定2 推定3

パー ト比率 0.005零 0.005零 0,004

派遣比率 0,003 0,003 0,004

売上高変化率(97) 0.002辮 α002辮 0.002鱒 寧

売上高変化率(96) 0.001桝 0.001桝 0.001榊

希望退職(1期 前) 一〇
.024料

一〇
.023綿

賃金等の削減(1期 前) 0,000 0,001

賃金等以外の労働費用の削減(1期 前) 0,000 0,001

福利厚生費の削減(1期 前) 一〇
.017家

一〇
.015

下請 け,外 注の削減(1期 前) 一〇
.011

一〇
.010

従来よりは調整 一〇,008

維持困難 一〇
.014

慣行なし 0,000

50歳以上比率 一〇
.006

一〇
.007

一〇
.008

建設 一〇
,010

一〇
,012

一〇
.011

電気,ガ ス,水 道,そ の他 0.026榊 0,024艸 0.025榊

運輸,通 信 0.017* 0.017零 0.019ホ

卸売,小 売,飲 食 0,003 0,003 0,007

金融,保 険,不 動産 0.032榊 0.031糊 0。036辮

サ ー ビ ス 0.022牌 0.021紳 0.024廓 紳

賃金体系の業績給能力給化 一〇
,007

年俸制の導入 0,009

リス トラ(1期 前) 一〇
.017*串

定数項 一〇.018榊 一〇
.014零

一〇
.019寧**

サンプル数 526 522 526

a両R・squared 0.2611 0.2637 0.2608

*#は1%水 準
,iiは5%水 準,ホ は10%水 準で有意 を表す。

変化を説明変数にした場合,パ ー ト比率は正ではあるものの有意な効果を持たな くなってい

る。その他の変数では,売 上高変化 とリス トラの変数だけが有意であり,賃 金制度は有意で

はなかった。産業の係数 もほぼ同 じであるが,新 たに金融 ・保険 ・不動産が有意な正の係数

とな っている。

次に雇用を5%以 上削減する行為に対する,前 期での希望退職募集の実施,非 正規従業員

比率の高 さ,賃 金制度の弾力性の影響を調べた。その結果が表4で ある。5%以 上の雇用を

削減 した場合に1,そ うでない場合に0と いう被説明変数となっているので,前 表 と符号の

正負の意味が逆であることに注意が必要である。前期に希望退職を募集 していると雇用の削

減はむしろ起こりやす く,前 期 に賃金等の削減を行 った企業の方が雇用の削減をより行って

いた。パー トや派遣比率の符号は負ではあるものの有意ではない。長期雇用の維持が困難 と

考える企業のほうが雇用を多 く削減す る傾向がある。推定4の ように,1年 から3年 前の リ

ス トラに説明変数を代えると,有 意ではなか った。多 くの産業を含んだクロスセクションデ
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表45%以 上の雇用削減の実施

推定1 推定2 推定3 推定4

パー ト比率(1期 前) 一〇.013 一〇.022
一〇
.022

一〇
.013

派遣比率(1期 前) 一〇
.020

一〇
.019

一〇
.021

一〇
.020

売上高変化率(97) 一〇.008榊 一〇.007零**
一〇
.007林 零

一〇。008綱

売上高変化率(96) 一〇.003**ホ
一〇
.003聯

一〇
.003宰 零

一〇.003桝

希望退職(1期 前) 0.154牌 0.148**

賃金等の削減(1期 前) 0.206*** 0.204率 零零

賃金等以外の労働費用の削減(1期 前)
一〇
,024

一〇
.030

福利厚生費の削減(1期 前) 0,074 0,065

下請 け,外 注の削減(1期 前) 0,022 0,019

従来よりは調整 0,051

維持困難 0.085*

慣行なし 0,094

50歳以上比率 一〇
.068

一〇
.099

一〇
.106

一〇
.085

建設 0,077 0,056 0,075 0,077

電気,ガ ス,水 道,そ の他
一〇
.103紳

一〇
.105*ホ

一〇
.097*

一〇
.104宰*

運輸,通 信
一〇
.035

一〇
,041

一〇.038
一〇
.033

卸売,小 売,飲 食 0,026 0,038 0,034 0,027

金融,保 険,不 動産
一〇
.147牌

一〇
.122僻

一〇
.106宰

一〇
.141聯

サービス
一〇
.022

一〇
.018

一〇
.010

一〇,015

賃金体系の業績給能力給化
一〇
.032

年俸制の導入 0,011

リス トラ(1期 前) 0,054

定数項 0.208辮 0.183桝 0.159桝 0.207糊

サンプル数 523 523 519 523

呵R-squared 0.0947 0.1251 0.1291 0.0941

軸寧は1%水 準
,帥 は5%水 準,零 は10%水 準 で有意 を表す。

一タによる分析のために,非 正規労働 と正規労働の関係や非正規労働の果たしている役割が

産業間で異な り,非 正規比率の係数の符号が不明確 になっている可能性がある。

3雇 用調整の従業員の過不足感に与える影響

前節では,希 望退職募集のような激 しい雇用調整を した企業では,正 規従業員の数は最適

規模に近づき雇用はその後伸びるといった説を否定 し,む しろ雇用は伸びず,大 きな削減に

つながっていることを示 した。 この節では,激 しい雇用調整を行 った後,雇 用の過剰感はな

くなっているのかどうかを,部 門別や年齢別に確かめようとしている。

希望退職の募集のような激 しい雇用調整は,企 業の人員をスリム化 して雇用の過剰をな く

し,労 働コス トを削減 して企業収益の回復を計るものと考え られる。企業の収益の回復は,

新規の投資を行いやす くし,い ずれは新規の雇用 も生み出すことができると期待される。

『リス トラの実態に関す る調査』では,1998年9月 現在の従業員の過不足感(過 剰,適 当,
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不足,不 明)を 雇用形態別(正 規従業員,派 遣社員を除 く非正規従業員),部 門別(管 理企

画事務部門,営 業販売部門,研 究開発部門,現 業部門),年 齢別(29歳 以下,30歳 代,40歳

代,50歳 以上)に 聞いている。被説明変数 として,過 剰である場合に1,適 当か不足である

場合に0と なる変数を作って,プ ロビットモデルで分析 した。説明変数は,前 節での分析の

(1)式 のように売上高変化率,非 正規率,雇 用調整手段の実施 賃金調整手段の実施,長 期

雇用に関する考え方,従 業員年齢構成などほぼ同 じような変数を使用 している。

期待 される結果は,希 望退職募集が正規従業員の過剰を充分に解消 していると考えると,

1期 前の希望退職の募集は正規従業員の過剰感 に対 してマイナスの結果が期待 される。年齢

別には,大 企業の場合,希 望退職の募集が一定年齢以上 という制約を設けているケースが多

いので,特 に50歳 以上の従業員に関する過剰感が減少 していることが予想される。また非正

規従業員比率が高いことは,正 規従業員の過剰感を緩和する役目を果たす と予想される。

3.1推 定結果

推定結果は,表5と 表6に まとめ られている。表5は1期 前の希望退職などの雇用調整手

段の実施を説明変数としているのに対 し,表6は 過去3年 間の リス トラの実施と賃金体系の

変化を説明変数 としている。一期前の希望退職募集の実施は,全 労働者や正規労働者に関 し

て予想に反 して雇用過剰感をな くすよりむ しろ雇用過剰感を残す結果 となっている。 しか し,

雇用部門別では,1期 前の希望退職募集が雇用過剰感に有意 な効果をもつ部門は存在 してい

ない。年齢別では,希 望退職により高年齢層が退職するために予想通 り50歳層に関する雇用

過剰感は有意でないが,30歳 代,40歳 代の雇用過剰感には有意に正の効果がある。 このこと

は,希 望退職の募集により雇用調整のスピー ドは上昇 して も,最 適な点にまでは到達 してい

ないことを意味 している。特に,30歳 代,40歳 代の中堅層には労働の抱え込みが存在 してい

る可能性が高い。

その他の雇用調整手段では,1期 前の賃金等の削減が非正規雇用 に対 して過剰感を増や し

ている。福利厚生費の削減は,正 規雇用全体,管 理企画事務,50歳 代の雇用に過剰感を増加

させている。下請け ・外注の削減は,全 体の雇用,正 規雇用,非 正規雇用,管 理企画事務,

現業,50歳 以上の雇用に過剰感を増加 させている。長期雇用に関する考え方では,長 期雇用

の維持に対 して,従 来より整理が必要 と答えている場合,正 規雇用全体,管 理企画事務,現

業,40歳 代で雇用過剰感が増えているのに対 し,長 期雇用の維持困難 と答えている場合には,

それに加えて,全 体の雇用,営 業販売,研 究開発,29歳 以下,30歳 代でも雇用過剰感が増え

ている。50歳 以上の比率が高いと,50歳 代の雇用過剰感は増すが,そ れ以外の年齢層の雇用

過剰感は減少させる。パー ト比率が高いと,研 究開発,29歳 以下の雇用の過剰感が高 まり,

現業の雇用過剰感が低 くなる。派遣比率が高いと正規雇用全体の過剰感が低 くなるが部門別
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表5従 業員の過剰感その1

全従業員 全正規従業員 非正規従業員 管理企画事務

売上高変化率(97) 一〇,018憎 一〇.024韓 零 弓,002 一〇.020.韓

売上高変化率(96) 一〇.004 一〇.003 一〇.007 一〇.004

パー ト比率(1期 前) 0,034 0,004 0,056 一〇.026

派遣比率(1期 前) 一〇.806 一1 .983寧 一〇,306 一〇.306

希望退職(1期 前) 0.459寧 0.494騨 一1 .022甲 0,303

賃金等の削減(1期 前) 一〇
.032 0,434 0.930帥. 一〇.153

賃金等以外の労働費用の削減(1期 前) 0,153 0,058 一〇.483 0,187

福利厚生費の削減(1期 前) 0,185 0337寧
一〇
,446 0.658鱒 霧

下請 け,外 注の削減(1期 前) 0.670鱒 ◎ 0.514騨 0,771..・ 0,341.

従来よりは調整 0,147 0,464纏. 0,079 0.305鱒

維持困難 0.690◎ 韓 0.744・ 騨 一〇.130 0.482鱒

慣行な し 一 一〇,349 一 一

50歳以上比率 一〇
,539

一〇.289 一〇.852 0,269

建設 0,074 0,Ol1 0,056 0.4336

電気,ガ ス,水 道,.そ の他 一〇.454弊 一〇.432韓 一〇.250 一〇,206

運輸,通 信 一〇215 一〇
,163

一〇.346 0,096

卸売,小 売,飲 食 一〇.443紳 一〇378解 一〇
,389 0,101

金融,保 険,不 動産 一〇.673脚 一〇.793鱒 嘩 一〇.996..
一〇.167

サー ビス 一〇.447纏 一〇.425纏 一〇,226
一〇
.065

定数項 一〇.315紳 一〇.30r 一〇.8698帥
一〇.631零 脚

サンプル数 509 519 509 509

PseudoR2 0.1224 0.1602 0.ll32 0.1055

Lo只1ikeLihood
一283 .934 一288 .507 一163 ,706 一300 .341

営業販売 研究開発 現業 29歳以下

売上高変化率(97) 一〇.022寧 躰 一〇.025師.
一〇.008 一〇.018榊

売上高変化率(96) 一〇,003
一〇
,011

一〇.005 0,000

パー ト比率(1期 前) 一 0.200韓
一〇
.31r 0.169騨

派遣比率(1期 前) 一 一〇.099 一〇.543
一3 ,292

希望退職(1期 前) 0,100 0,403 一〇.044
一〇,055

賃金等の削減(1期 前) 0,286 一〇,527 0,409 一〇.631

賃金等以外の労働費用の削減(1期 前) 0,302 一〇ユ01 0,009 一〇.135

福利厚生費の削減(1期 前) 一〇ユ89 0263 0,017 0,240

下請け,外 注の削減(1期 前) 0,316 0,390 0.704ゆ 髄 一〇,089

従来よりは調整 0,057 0,124 0.348◎ ・ 0,137

維持困難 0,385零 0.478章 0.574ゆ 騨・ 0.627"鱒

慣行なし 一 一 0,416 一

50歳以上比率 0,689 0,089 一〇,335
一1 .775鱒

建設 0,400 0,173 一〇.029 0,498

電 気,ガ ス,水 道,そ の他
一〇.255 一〇.712零 一〇.935脚

一〇
,124

運輸,通 信 一〇,346 一 一〇.246 一〇.562

卸売,小 売,飲 食 0.387' 一〇.703榊 一〇,688..・ 一〇,379

金融 保険,不 動産 一〇,428 一 一L761・.零 一〇.747

サー ビス
一〇
,182

一〇.628事 一〇.768鱒 ● 0,129

定数項 一1
.448韓 事

一1
.3608鱒

一〇.艶5. 一1 .109寧 纏

サンプル数 523 422 519 509

PseudoR2 0ユ059 0.1697 0.1797 0.1168

Loglikelihood 一177 ,261 一106 .047 一250 ,616 一130 .181

30歳代 40歳代 50歳代

売上高変化率(97) 一〇.012 一〇.013鱒 一〇.014脚

売上高変化率(96) 一〇,013 一〇.011. 一〇.010帥

パー ト比率(1期 前) 一〇.115 一〇,048 一〇,025

派遣比率(1期 前) 一〇.276 一1 .430 0,042

希望退職(1期 前) 0.792綿 0.451嘔 0,277

賃金等の削減(1期 前) 一〇.513 一〇,082 0,170

賃金等以外の労働費用の削減(1期 前) 0.694聯 0,112 0217

福利厚生費の削減(1期 前) 一〇,534 0,243 0.895◎ 躰

下請け,外 注の削減(1期 前) 0,449 0,199 0.451帥

従来よりは調整 一〇,118 0.383韓, 0.284零

維持困難 0.915亀 纏 0.352辱 0,281

慣行なし 一 一〇375 一〇.331

50歳以上比率 一a797憎 一1 .933・ 鎚 L560.・ ・

建設 一 0,388 0,168

電気,ガ ス,水 道,そ の他
一〇316 一〇.342 一〇.41688

運輸,通 信 0,353 一〇.054 一〇,156

卸売,小 売,飲 食 一〇.153 0,123 0291

金融,保 険,不 動産 0,050 一〇
.139

一〇,185

サ ー ビス 0,077 一〇,157 一〇.319.

定数項 一1.206鱒8
一〇.337帥 一〇.178

サンプル数 478 519 519

PseudoR2 0.1915 0.0974 0.1421

LogIikelihood 一90 ,626
一278
,342

一302 .619

i#は1%水 準
,#は5%水 準,'は10%水 準で有意 を表す。
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表6従 業員の過剰感その2

全従業員 全正規従業員 非正規従業員 管理企画事務

売上高変化率(97) 一〇.018牌8 一〇.024紳 ¢ 一〇
,006

一〇
.021掌 韓

売上高変化率(96) 一〇.006 一〇,004 一〇,007 一〇
。006

パー ト比率(1期 前) 0,048 0,040 0,042 0,008

派遣比率(1期 前) 一〇
,945

一1
.941禦 一〇296 一〇.379

賃金体系の業績給能力給化 一〇,095 0,005 一〇
.263 0,205

年俸制の導入 一〇.251 一〇
。289 0,002 一〇,108

リス トラ(1期 前) 0,5908鎚 0.595ゆ 帥 0,003 0.543掌 帥

50歳以上比率 。0,798 一〇.468 一1 .007 0,149
建設 0,047 0,061 0,005 0,401

電気,ガ ス,水 道,そ の他 一〇
.551奪 鱒

一〇
.534韓

一〇
,397 一〇,292

運輸,通 信 一〇.250 一〇.127 一〇
.358 0,079

卸売,小 売,飲 食 一〇.535軸 ・ 一〇.450勅 一〇
.518韓

一〇
,Ol3

金融,保 険,不 動産 一〇.953鱒. 一1.070辮 一1
.123鱒 零

一〇
.453寧

サー ビス 一〇.571脚 奪 一〇.495帥. 一〇
,183

一〇
,175

定数項 0,007 0,05? 一〇.676韓 曝 一〇
.418軸 噛

サ ンプル数 523 523 523 523
PseudoR2 0"98 0ユ17 0,051 0,082

Lo91ikelihood 一298
.006

一305
.832 一176 .926 一314 .468

営業販売 研究開発 現業 29歳 以下

売上高変化率(97) 一〇.029寧 輔 一〇.025嘩 鱒 一〇.011象 一〇.016樽

売上高変化率(96) 一〇.006 一〇.013 一〇
,007 0,001

パー ト比率(1期 前) 0,105 0.19P◎ 一〇.289ゆ 0.144皐

派遣比率(1期 前) 一〇
.242 一〇』81 一〇.601 一3

,639

賃金体系の業績給能力給化 一〇
.373綿 一〇.057 一〇,221 一〇,076

年俸制の導入 0,120 一〇
.077 一〇.181 一〇,292

リス トラ(1期 前) 0.368帥 0.463脚 0.347脚 一〇,363

50歳以上比率 0,508 "053 一〇
.684

一1
.939纏

建設 0,277 0,036 一〇
,054 0,487

電気,ガ ス,水 道,そ の他 一〇,361 一〇.775韓 一1 .037零 林 一〇
,258

運輸,通 信 一〇
.36 一 一〇.205 一〇

.642

卸売,小 売,飲 食 0,311 一〇.801零 弊 一〇.738傘 紳 一〇.373

金融,保 険,不 動産 一〇
.659象 } 一1 .997韓 零 一〇

.89P

サー ビス 一〇
,287 一〇.772綿 一〇.796韓 事 一〇.031

定数項 一L223.紳 一1
,170紳 ・ 0,126 一〇.8048躰

サ ンプル数 523 431 523 523

PseudoR2 0,105 0,155 0,148 0,107
Lo91ikelihood 一173 ,977 一108 ,698 一263

.205 一134 .881

30歳 代 40歳 代 50歳 以上

売上高変化率(97) 一〇.009 一〇.013牌 一〇
.016紳 串

売上高変化率(96) 一〇.0188 一〇.012零8 一〇.011榊

パー ト比率(1期 前) 一〇
.045

一〇
,027 0,017

派遣比率(1期 前) 一〇.441 一1 ,422 0,030

賃金体系の業績給能力給化 一〇.151 一〇.025 一〇
.010

年俸制の導入 一〇.249 一〇,203 一〇.425輔

リス トラ(1期 前) 0,259 0,569串 紳 0.677寧 鱒

50歳以上比率 一3
.478鱒 零

一1
,943撃 輪 1.416榊

建設 『 0,343 0,131

電気,ガ ス,水 道,そ の他 一〇,323 一〇.4098 一〇
.508脚

運輸,通 信 0,147 一〇,099 一〇
,144

卸売,小 売,飲 食 一〇.173 0,064 0,198
金融,保 険,不 動産 一〇,344 一〇,359 一〇.4418

サー ビス 一〇
,179

一〇
,231 一〇.335亀

定数項 。0,8098鱒 一〇
.143 0,077

サンプル数 491 523 523

PseudoR2 0,077 0,089 0,119

Loglikelihood 一104 .221 。282 ,066 一313
,454

'*'は1%水 準
,"■ は5%水 準,事ItlO%水 準で有意 を表す。



1990年 代後半の リス トラと雇用の分析 39

や年齢別に見ると効果は有意でな くなっている。

1期 前の希望退職などの雇用調整に換えて1～3年 間の リス トラと3年 間の賃金制度 に関

する説明変数を入れた表6の 結果を次に検討する。 リス トラは希望退職の募集だけでな くよ

り緩やかな手段 も含んでいるので,リ ス トラの実施は,希 望退職の募集に比べてより雇用過

剰感を有意 に増やしている。実際,非 正規労働と29歳以下,30歳 代を除 くすべての部門や年

齢層で過剰感を増や している。賃金体系の業績給化 ・能力給化 は営業販売の雇用過剰感を減

らしている。年俸制の導入に関しては有意な影響は見つからなかった。

4雇 用調整手段のラグ効果

雇用調整手段の実施には,同 時に適用するケースも考えられるが,あ る種のラグが存在す

ると考えるのが一般的である。業績の悪化に したがって,徐 々に厳 しい雇用調整を使用 して

い くというラグである。残業規制か ら始まり,配 置転換,出 向,希 望退職の募集 ・解雇 とい

う順序が考え られる。このラグ構造の存在を確かめようとしているのがこの節である。得ら

れるデータは,1年 前か ら3年 前に各雇用調整手段が実施 されたかどうか,1年 以内に各雇

用調整手段が実施されたかどうかという,2つ のやや荒い期間で分けたデータなので,細 か

な数 ヶ月でのラグ効果を確かめることはできないという限界はある。 しかし,あ る程度のラ

グ構造は検証できると考えられる。配置転換や出向がどの くらい希望退職を減 らせ るのかに

ついて分析 したものとしては駿河(2002c)が あるが,雇 用調整手段間の時間的関係を分析

した研究はほとんどない。

雇用調整手段を今期実施 したかどうかを被説明変数にし,1期 前により緩やかな雇用調整

手段を実行 したかを説明変数としてプロビットモデルを推定 している。その他,売 上高変化

率,パ ー ト比率,派 遣比率,産 業を説明変数 として加えてコントロール した。売上高の増加

は雇用調整手段の実施に必要性を減少 させる,非 正規雇用比率の高さは雇用調整を弾力的に

して同 じく雇用調整手段の実施の必要性を減 じると考えられる。

4.1推 定結果

推定の結果は,表7に まとめてある。前期 における残業規制の実施は,今 期 に配置転換と

出向を実施する確率を高めるが,希 望退職の実施には有意な影響を与えていない。パー ト比

率の高さは出向の実施確率を低め,派 遣比率の高さは配置転換の実施確率を低めている。

前期における配置転換の実施は,今 期の出向実施確率を高めるが,希 望退職募集の実施に

は有意な影響を持たない。パー トの比率の高さは出向の確率を低めている。

前期における出向の実施 は,今 期の希望退職の実施 に有意な影響を与えていない。パー ト

や派遣比率 も有意な影響を もたなかった。残業規制,配 置転換,出 向の間にはラグを持 って
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表7雇 用調整手段のラグ構造その1

配置転換 出向 希望退職の募集

残業規制 0.626桝 0.409寧 躰
一〇
.130

売上高変化率(97) 一〇
,004

一〇
.020榊

一〇
.026*綿

売上高変化率(96) 一〇.010事 一〇.008 一〇
.012

パ ー ト比 率 一〇
,070

一〇
.289帥

一〇
,004

派遣比率 一1
.489零

一1
,446

一〇
.072

建設 0,175 一〇.170 0,215

電 気,ガ ス,水 道,そ の他 一〇.230 一〇
.7658稗 0,252

運輸,通 信 0,054 一〇
.243 0,322

卸売,小 売,飲 食 0,262 一〇.148 一〇.038

金融,保 険,不 動産 一〇.781牌 ホ 一〇
.033

一〇
.834零

サー ビス 一〇
.320串

一〇
.740零 綿

一〇
.325

定数項 一〇
.471牌 ホ

一〇
.422串 紳 一1.336桝

サンプル数 555,000 555,000 555,000

PseudoR2 0,100 0,127 0,080

Lo91ikelihood 一313
,278

一272
.764

一141
.421

出向 希望退職の募集

配置転換 1.073辮 0,232

売上高変化率(97) 一〇.020桝 一〇
.025榊 零

売上高変化率(96) 一〇
.009

一〇
.011

パー ト比率 一〇
.227零 一〇

,005

派遣比率 一1,452 一〇
.055

建設 一〇
,117 0,246

電気,ガ ス,水 道,そ の他 一〇
.783脚 零 0,312

運輸,通 信 一〇.212 0,339

卸売,小 売,飲 食 。0.359掌 一〇
,053

金融,保 険,不 動産 0,159 一〇
.711

サ ー ビス 一〇
.709零 鉾 一〇.241

定数項 一〇.669辮 一1
.479嘔 韓

サンプル数 555,000 555,000

PseudoR2 0,212 0,084

Loglikelihood 一246
.243 一140 .813

出向

売上高変化率(97)

売上高変化率(96)
パー ト比率

派遣比率

建設

電気,ガ ス,水 道,そ の他

運輸,通 信

卸売,小 売,飲 食

金融,保 険,不 動産

サービス

定数項

サンプル数

PseudoR2

1ikelihood

希望退職の募集

0.254

-0
.026i**

-0 .011

0.001

-0
,060

0.260

0.332

0.355

-0 .020

。0.806零

一〇
.225

-1
.484`零 掌

555.000

0。085

-140
.751

"*は1%水 準
,■"は5%水 準,傘 は10%水 準 で有意 を表す。
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表8雇 用調整手段のラグ構造その2

配置転換 出向 希望退職の募集

残業規制 0,256 0.348¢
一〇.082

売上高変化率(97)
。0,001

一〇
.031孝 鱒

一〇.023牌

売上高変化率(96)
一〇
,011 0,003

一〇
.007

パー ト比率 一〇.026 0,014
一〇
.632

派遣比率 一〇.489 一〇,595
一〇.023

建設 0,382 0,008 0,072

電 気,ガ ス,水 道,そ の他 0,005 一〇
.991榊

一〇.379

運輸,通 信 0,208 一〇
.281 0,102

卸売,小 売,飲 食 0,048 一〇
.555宰

一〇.136

金融,保 険,不 動産
一〇
.541

一〇.192
一〇
,544

サ ー ビス
一〇
.075

一〇
.769軸

一〇
,199

定数項 一1 .196髄 寧
一1
.200準 牌

一1.492榊

サ ンプル数 405 429 518

PseudoR2 0,038 0,148 0,084

Lo91ikelihood
一135
.946

一105 ,414 一83 .339

出向 希望退職の募集

配置転換 0.531帥 0,067

売上高変化率(97)
一〇
.030辮

一〇.022**

売上高変化率(96) 0,002 一〇
,006

パー ト比率 0,037 一〇
,629

派遣比率 一〇
.733

一〇.014

建設 0,040 0,082

電 気,ガ ス,水 道,そ の他
一1.048牌

一〇
,350

運輸,通 信
一〇
.215 0,112

卸売,小 売,飲 食
一〇
。6178象

一〇.136

金融,保 険,不 動産 一〇.127
一〇
.493

サ ー ビス 一〇.760斡
一〇
.166

定数項 一1
.228韓 噛

一1 ,551事 林

サンプル数 429 518

PseudoR2 0,159 0,084

Lo91ikelihood 一104 ,008
一83
,358

出向

売上高変化率(97)

売上高変化率(96)

パ ー ト比率

派遣比率

建設

電気,ガ ス,水 道,そ の他

運輸,通 信

卸売,小 売,飲 食

金融,保 険,不 動産

サービス

定数項

サンプル数

PseudoR2

1ikelihood

希望退職の募集
一〇
.155

-0
.023鱒

一〇.007

-0 .631

-0
.037

0.057

-0 .385

0.081

-0
.123

-0
.497廓

一〇
.207

-1 .483零8喰

518

0.086

-83
.223

i"鵬は1%水 準,帥 は5%水 準,富 は10%水 準で有意を表す。
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実施 される傾向が見出されたが,希 望退職募集は他の3つ の雇用調整手段とはラグを持 って

実施 され る傾 向は見つけ られなかった。 このことは,希 望退職 の決定は,駿 河(1997)

(2002b)な どで示 しているように,大 きな赤字や2期 連続の赤字のような収益関連の指標を

基に,他 の雇用調整手段 とは不連続に行われて可能性を支持するものである。

残業規制の次の期に配置転換をするといって も,残 業規制と配置転換を同時に実施 して次

の期 にも配置転換を実施 している可能性がある。こういった可能性を排除するために,1期

目に配置転換 を実施 していないデータだけを使用 して同 じような推定を行 った結果が表8で

ある。同じことを,出 向や希望退職についても処理 している。この結果を見ると,前 の推定

結果と雇用調整手段間のラグに関 して異なっているのは,前 期の残業規制が配置転換に対 し

て有意でな くな りラグ関係が見出せな くなった点だけである。2年 ぐらいの期間を取 ると,

残業規制 と配置転換は同 じ期間に実施 されるためと考え られる。その他では,残 業規制か ら

出向,配 置転換か ら出向というラグが見出された。残業規制,出 向,配 置転換か ら希望退職

募集にはラグを持っての実施傾向は見出せなかった。パー ト比率や派遣比率に関 して有意な

ケースはな くなっている。

5お わ り に

この論文では,希 望退職募集,非 正規比率,賃 金体系の変化などが正規雇用にどのような

影響を与えているか,希 望退職募集,賃 金体系の変化などが雇用の過剰感にどのような影響

を与えているか,雇 用調整手段間にラグ構造は見 られるのかという3つ のことを確かめよう

とした。データとしては,1998年 日本労働研究機構 『リス トラの実施に関す る調査』の個表

を使用 している。

推定により,次 のような結果が得 られた。

1.前 期の希望退職の募集は,む しろ今期 の雇用の伸びを抑え,大 きな雇用削減を進める傾

向があった。賃金に関する雇用調整や体系の変化に関 しては,前 期の賃金等の削減が今

期の雇用の大きな削減を促進 していた。パー ト比率の大きさは,雇 用の伸びを促進する

傾向はあったが,大 きな削減を阻止する働きは見出せなか った。長期雇用に関する考え

方では,長 期雇用の維持が困難 と考える企業のほうが大きな雇用削減を進める傾向があ

った。

2.前 期の希望退職の実施は,全 正規雇用者,30歳 代,40歳 代の正規雇用者に関して雇用過

剰感を残 しているが,部 門別にはこれ といって有意な効果は見 られず,雇 用過剰感を減

らしている部門,年 代層 もなかった。希望退職の実施 により必ず しも雇用の最適点に達

してお らず,中 堅クラスの年齢層では雇用の抱え込みを している。前期 に下請け ・外注

を削減 した企業では,雇 用過剰感を感 じるケースが多い。長期雇用の維持が困難 と考え
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ている企業は,雇 用過剰感を感 じている割合が高い。非正規比率や業績給化 も有意なケ

ースが見受けられた。

3.残 業規制から出向,配 置転換か ら出向に対 してラグを持って実施 される傾向が見出され

たが,希 望退職に関 してはラグ構造をもつ雇用調整手段 は見つからなか った。

*こ の論文は,雇 用 ・能力開発機構および財団法人関西社会経済研究所 『雇用と失業に関する調

査研究報告書』(平成15年)の 論文を書きなおしたものである。
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付表 記述統計

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
パー ト比率(当 期) 592 0,284 1,021 0 20,889
派遣比率(当 期) 592 0,048 0,416 0 9,271
希望退職(1期 前) 663 0,059 0,235 0 1
賃金等の削減(1期 前) 663 0,051 0,221 0 1
賃金等以外の労働費用の削減(1期 前) 663 0,092 0,289 0 1
福利厚生費の削減(1期 前) 663 0,107 0,309 0 1

下請 け,外 注の削減(1期 前) 663 0,095 0,293 0 1
残業規制 663 0,294 0,456 0 1

残業規制(1期 前) 663 0262 0,440 0 1

配置転換 663 0,321 0,467 0 1

配置転換(1期 前) 663 0,261 0,439 0 1

出向 663 0,243 0,429 0 1
出向(1期 前) 663 0,220 0,415 0 1

賃金体系の業績給能力給化 663 α288 0,453 0 1
年俸制の導入 663 0,097 0,296 0 1

リス トラ(1期 前) 663 0,187 0,390 0 1
長期雇用維持 652 0,607 0,489 0 1

従来よりは調整 652 0,256 0,437 0 1

維持困難 652 0,115 0,319 0 1

慣行なし 652 0,021 0,145 0 1

50歳 以上比率 589 0,193 0,151 0 1


